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１ 業務の経緯、公募型プロポーザル方式採用の理由  

本市では、現在、行政サービス等に関する案内業務のワンストップ化や

迅速化、インターネット等を利用できない方などの情報格差の解消等を図

るため、市役所代表電話番号に着信した電話の交換業務とコールセンター

の運営を一括して業務委託し、運営を行っている。  

一方で、国では、デジタル庁を推進の旗振り役として、行政のデジタル

化に向けた急速な改革を進めており、各自治体においても、２０４０年問

題への対応や内部事務の効率化、市民の利便性の向上など、デジタル市役

所の実現に向けたさらなる取組の推進が求められている。  

このような経緯を踏まえ、本市における代表電話交換室及びコールセン

ター業務を改革し、電話、電子メール、チャット等、多様なチャネルによ

る市民等（利用者）からの問い合わせに一元的にワンストップで応対する

コンタクトセンターを運営するとともに、市民等が市政に関する疑問・質

問等を自己解決できるよう、ＦＡＱサイトをインターネット環境下に構

築・運営することにより、市民サービスの向上を図っていく。  

本業務を実施するに当たっては、システム構築やオペレーターの育成等

が必要であり、高度な技術やノウハウが求められることから、民間企業の

有する専門的な知識やスキルを活かした多様な提案を受けることが、市民

ニーズに沿った質の高いサービスの提供と効率的な業務運営につながる

ものと捉え、公募型プロポーザル方式を採用するもの。  

 

２ 業務の概要  

（１）コンタクトセンター運営業務  

   本市電話番号「0466-25-1111」を使用し、市民等（利用者）からの問

い合わせに可能な限りワンストップで回答するとともに、市民等（利用

者）が課等の名称又は職員を指定して取り次ぎを希望する場合は、電話

の取り次ぎ業務を行う。問い合わせの受付方法は、電話以外に、問い合

わせフォーム（電子メール）、有人チャットにより行う。  

（２）コンタクトセンターシステムの構築・管理業務  

   コンタクトセンターのオペレーター及び市職員が利用者からの問い
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合わせに回答する際に使用する、ＦＡＱデータベース及び応対管理デー

タベースを備えた「応対管理システム」を構築し、運用・管理を行う。

また、「ＦＡＱ検索」、「問い合わせフォーム（電子メール）」、「有人チャ

ット」機能を備えたプラットフォームをインターネット上に構築・稼働

させるとともに、応対管理システムと連携させることにより、利用者が、

問い合わせから回答を受け取るまで、１つのコンタクトセンターシステ

ムとして完結できるようにすること。  

 

３ 委託契約に関する事項  

（１）委託業務の名称  

藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託  

（２）委託期間  

  ア システム構築等の準備期間 

   契約締結日から２０２３年（令和５年）９月３０日まで 

  イ コンタクトセンター運営期間 

   ２０２３年（令和５年）１０月１日から 

   ２０２４年（令和６年）３月３１日まで 

   ただし、本契約期間の受託者による実績が良好である場合、委託期間

終了後、最長で２０２６年（令和８年）９月３０日までの期間について

は、年度ごとの更新による随意契約を行うことができる。なお、更新す

る場合、同一業務内容に係る委託金額は原則不変とする。 

（３）委託料の上限額（令和５年度予算）  

   215,245,000 円（消費税及び地方消費税を含む）  

委託料は、コンタクトセンター及び同センターシステムの構築・導入

に係る初期費用を含んだものとする。なお、委託料は、コンタクトセン

ター運営開始後からの毎月払いとする。  

本案件は、令和５年度予算が藤沢市議会において議決されることを条

件とする。  

本稼動後３年間（２０２３年（令和５年）１０月から２０２６年（令

和８年）９月まで）の事業計画としては、931,000 千円程度を想定して
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いる。  

（４）業務内容  

「（別紙１）藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託仕様書」の

とおり。  

 

４ 参加者に求められる資格要件  

本業務に係るプロポーザルに応募する参加者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしていることを条件とする。  

（１）かながわ電子入札共同システム令和３・４年度競争入札参加資格者認

定を藤沢市長から受けていること。または、令和５・６年度競争入札参

加資格申請を予定していること。  

（２）募集開始日から契約締結日までの全期間に渡って、次の要件をすべて

満たしていること。  

  ア 指名停止を受けていないこと。  

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しないこと。  

  ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第３条又は第４条の規定に基づき神奈川県公安委員会が指定

した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人又は

入札代理人として使用していないこと。  

（３）本プロポーザルの参加申込書の提出時において、法人税、法人事業税、

法人県民税、法人市民税、固定資産税、消費税及び地方消費税に滞納が

ないこと。  

（４）本プロポーザルの参加申込開始日の前日において、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされて

いる事業者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続き開始の申し立てがなされている事業者でないこと等、経営状態が

著しく不健全である事業者でないこと。ただし、会社更生法にあっては、

更正手続開始の決定、民事再生法にあっては、再生手続開始の決定を受

けている事業者を除く。  
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（５）地方自治体又は国が発注した、インバウンド型のコールセンター業務

の交換業務の元請履行実績を有すること。ただし、契約期間は１年以上

で、現在履行中の案件は除く。  

（６）コンタクトセンターを運用する事業所において、ＩＳＭＳ（JISQ270

01 (ISO/IEC27001)）認証を取得していること。 

（７）１事業者を代表とする２事業者による共同提案による参加も可能とす

るが、その場合は構成事業者すべてが上記（１）～（４）の要件を満た

さなければならない。また、構成事業者のうち１事業者以上が（５）及

び（６）の要件を満たさなければならない。 

   なお、市は代表者とのみ委託契約を行うため、その他の参加者につい

ては、代表者との委託契約（市との関係においては再委託に該当）によ

り業務を行うこと。その場合においては、本業務全体の進行管理及びと

りまとめ等は代表者の責任において行うものとする。 

 

５ プロポーザルの日程  

参加申込・質問の受付開始  ２０２３年（令和５年）１月２５日  

参加申込・質問の受付締切  ２０２３年（令和５年）２月７日  

参加資格審査結果の通知期限  

質問に対する回答の通知期限  
２０２３年（令和５年）２月１５日  

提案書の受付開始  ２０２３年（令和５年）２月１６日  

提案書の受付締切  ２０２３年（令和５年）３月１０日  

プレゼンテーション審査  ２０２３年（令和５年）３月２８日  

選考結果通知  ２０２３年（令和５年）３月３１日  

 

６ 実施要領等の配布  

 本プロポーザルに関する実施要領等の資料は次のとおりである  

（１）藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託プロポーザル実施要領

（本書）  

（２）（別紙１）藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託仕様書  

（３）（別紙２）企画提案項目一覧  
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（４）（別表）評価・採点基準表  

（５）（様式１－１）参加申込書（単独法人用）  

（６）（様式１－２）参加申込書（共同提案用）  

（７）（様式２）業務実績報告書  

（８）（様式３）暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書  

（９）（様式４）質問書  

（１０）（様式５）見積書  

（１１）（様式６）辞退届  

これらは、２０２３年（令和５年）１月２５日から本市ホームページに

て公表し、ダウンロードするものとする。  

 

７ 本件に関する事務担当・問い合わせ先  

藤沢市 市民自治部 市民相談情報課 広聴・相談担当  

住所：〒２５１－８６０１ 神奈川県藤沢市朝日町１番地の１  

電話：０４６６－５０－３５６８  

メール：fj-soudanc2@city.fujisawa.lg.jp 

 

８ 参加申込書等の提出  

参加希望者は次のとおり、参加申込書等を各１部提出するものとする。 

（１）提出期間  

２０２３年（令和５年）１月２５日から  

同年２月７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）  

午前９時００分から正午まで、  

午後１時００分から午後５時００分まで  

（２）提出方法  

市民相談情報課へ直接持参又は郵送とする。  

  なお、持参の場合は、事前に市民相談情報課へ電話連絡すること。ま

た、郵送の場合は、書留、簡易書留及び特定記録のいずれかの方法で送

付することとし、２０２３年（令和５年）２月７日必着とする。  

（３）提出物  

mailto:fj-soudanc2@city.fujisawa.lg.jp
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   提出物は次のとおりとする。なお、複数事業者による共同提案により

参加する場合、ア～カについては、構成事業者ごとに提出するものとし、

キ～ケについては、少なくとも１事業者が提出すること。  

   ただし、オ及びカについては、かながわ電子入札共同システム令和

３・４年度競争入札参加資格者認定を藤沢市長から受けていないものの

み提出するものとする。  

ア （様式１－１）参加申込書（単独法人用）又は（様式１－２）参加

申込書（共同提案用）  

イ 法人登記簿謄本（１部）※発行日から３ヶ月以内に取得したもの。

写しでも可。  

ウ 会社概要（Ａ４判で任意様式、会社案内のパンプレットも可）  

エ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書）※直近２年間分。写しでも可  

オ （様式３）暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書 

カ 法人税、法人事業税、法人県民税、法人市民税、固定資産税、消費

税及び地方消費税の納税証明書（令和３年度分で参加申込書提出日前

３ヶ月以内に取得したもの。写しでも可）  

キ （様式２）業務実績報告書  

ク 上記キに係る契約書等の写し（件名、業務内容、契約金額、契約期

間、契約者が確認できるもの）  

ケ ＩＳＭＳ（JISQ27001 (ISO/IEC27001)）認証を証明する書類の写し 

 

９ 参加資格の審査及び結果通知  

参加申込書等の提出者すべてに、２０２３年（令和５年）２月１５日ま

でに電子メールにて審査結果を通知する。電子メールを受信した際は、確

認のため、提案募集事務局に電話連絡すること。  

審査の結果、本プロポーザルへの参加が認められた提出者を参加者と称

することとする。  

 

１０ 質問及び回答  

（１）提出期間  
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２０２３年（令和５年）１月２５日から  

同年２月７日午後５時００分まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）  

（２）提出方法  

ア 電子メール  

（様式４）質問書を市民相談情報課へ電子メールで送付する場合は、

タイトルを「（藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託）プロポー

ザルに関する質問書について」とし、質問書を添付して送信すること。  

なお、不着防止のため、送信後（土曜日及び日曜日に送信した場合

は翌開庁日）に市民相談情報課へ電話連絡すること。  

（３）質問書の回答  

質問書に対する回答は、２０２３年（令和５年）２月１５日を期限と

して、都度、参加者全員に対し、電子メールにて送信し、藤沢市ホーム

ページ上でも公開する。  

なお、公正なプロポーザル実施の観点から、質問書提出者の事業者名

等は非公開とする。また、回答に対する再質問は受け付けない。  

 

１１ 企画提案書等の提出  

（１）提出期間  

２０２３年（令和５年）２月１６日から  

同年３月１０日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）  

午前９時００分から正午まで、  

午後１時００分から午後５時００分まで  

（２）提出方法  

市民相談情報課へ直接持参又は郵送とする。  

なお、持参の場合は、事前に市民相談情報課へ電話連絡すること。ま

た、郵送の場合は、書留、簡易書留及び特定記録のいずれかの方法で送

付することとし、２０２３年（令和５年）３月１０日必着とする。  

（３）提出物  

ア 企画提案書（様式は次項の作成要項のとおり）  

イ 見積書（様式５）  
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（４）提出部数  

正本１部、副本１０部  

 

１２ 企画提案書の作成要項  

（１）様式等の形式  

ア サイズ：Ａ４判用紙（縦）  

イ 文字方向：横書き（図表等に含まれる文字を除く）  

ウ 印刷方法：両面、左綴じ、カラー印刷  

エ 文字ポイント：１２ポイント以上（図表等に含まれる文字は除く） 

オ ページ番号：表紙及び目次を除きページ番号を下部中央へ付すこと  

カ ページ数：表紙及び目次、裏表紙を除き、５０ページ以内とする  

（２）体裁  

ア 表紙  

（ア）題名は「藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託 企画提案

書」とすること。  

（イ）提出日の年月日を記載すること。  

（ウ）正本は、法人等住所、名称、代表者職氏名を記載し、代表者印を

押印すること。副本は、法人名称を記載すること。  

イ 目次  

 表紙の次ページに目次を付すこと。  

ウ 企画提案内容  

   提案内容は「（別紙２）企画提案項目一覧」の各企画項目について、

参加者が自ら実現できる範囲内において記載すること。  

（３）製本方法  

正本及び副本ともに、表紙、目次、企画提案内容の順に１部ごとにま

とめてとじること。  

（４）記載方法  

ア 記載する言語は日本語とし、金額は日本円とする。  

イ 日本語の文章とし、難解な技術用語等の使用は極力避け、必要な場

合は脚注を付けること。  
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１３ プレゼンテーション及びヒアリングの実施  

（１）実施日時及び場所  

２０２３年（令和５年）３月２８日に藤沢市役所本庁舎にて実施する

ことを予定しているが、詳細については企画提案書等を提出した参加者

に通知するものとする。  

（２）実施時間  

各参加者の実施時間は、６０分程度（プレゼンテーション４５分以内、

ヒアリング１５分程度）を予定とする。なお、準備・撤収時間はこの時

間には含まれない。  

（３）出席  

１事業者につき５名以内とする。  

（４）資料・機器等  

ア 事前に提出を受けた企画提案書を用いてその内容を説明すること。

（提出された副本を使用するため、実施日に参加者が新たに用意する

必要はない。）  

イ プレゼンテーション実施時に資料の追加・変更は認めない。  

ウ プレゼンテーションでパソコンを使用する場合は、参加者が用意す

ること。なお、プロジェクター（標準ＲＧＢ端子又は標準ＨＤＭＩ端

子でパソコンと接続して使用）、スクリーン及びマイクは本市で用意

する。  

 

１４ 評価・採点及び結果の通知  

（１）評価及び審査方法  

本市が設置する「藤沢市コンタクトセンター運営管理業務委託」に係

る事業者選考委員会（以下「事業者選考委員会」という。）が「（別表）

評価・採点基準表」に基づき、提出されたプロポーザル企画提案書の内

容及びプレゼンテーション、ヒアリングについて評価し、点数化する。

評価項目ごとの点数の合計を評価点とし、各選考委員の評価点の合計点

において最も高い者を優先交渉事業者とし、２番目に高い者を第２優先
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交渉事業者とする。また、３番目以降の者においても同様に順位をつけ

るものとする。  

この場合において、評価点の合計が同じ者が２者ある時には、見積価

格が低い者から順位を決定するものとする。  

なお、参加者が１者だった場合は各選考委員の評価点の満点の６割未

満であるときを除き、当該参加者を優先交渉事業者とする。  

（２）結果の通知  

選考結果は、プレゼンテーション審査を実施した参加者に対して、２

０２３年（令和５年）３月３１日に文書で発送し、本市ホームページに

公表する。  

なお、各選考委員の評価点の合計点は参加者ごとに公開するが、個別

の点数は公開しない。  

 

１５ 契約締結  

優先交渉事業者との協議が整い次第、仕様を調整のうえ、速やかに「藤

沢市コンタクトセンター運営管理業務委託」について契約を締結する。  

ただし、優先交渉事業者が、参加資格を満たさなくなった場合若しくは

交渉において本業務の履行ができないと判断した場合においては、第 2 位

以下の優先交渉事業者から順に繰り上げて、新たな優先交渉事業者とする。 

 

１６ 提案者の欠格事由  

次のいずれかに該当したものは、失格とする。  

（１）本プロポーザルの期間中に、「４ 参加者に求められる資格要件」で

規定する応募資格を失った場合  

（２）「３－（３）委託料の上限額」で規定する上限額を超えて提案を行っ

た場合  

（３）提出物に虚偽の内容が記載されている場合  

（４）著しく信義に反する行為を起こした場合  

（５）審査の公平性に影響を与える行為があった場合  

（６）プレゼンテーションに不参加の場合  
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１７ 参加辞退  

本プロポーザルの参加申込書を提出した後、参加を辞退する場合は、速

やかに持参又は郵送により、（様式６）辞退届を提出すること。  

 

１８ その他留意事項  

（１）本プロポーザルにかかる費用は、全て提案者の負担とする。  

（２）業務の実施にあたっては、再委託（業務の全部又は一部を第三者に委

託又は請負わせること）はできない。ただし、第三者に委託又は請け負

わせるときは、参加申込書等の提出時において、（様式１－２）参加申

込書（共同提案用）を提出すること。また、一部でかつ、業務の主要な

部分を除き、あらかじめ委託者の書面による承諾を得た場合は、（様式

１－２）参加申込書（共同提案用）を提出しなくとも再委託することが

できる。  

（３）提出書類は、一切返却しない。  

（４）提出書類は、本プロポーザルの実施以外の目的には使用しない。  

（５）提出書類の加除及び変更は認めない。  

（６）提出書類は、原則として公表しない。ただし、「藤沢市情報公開条例」

に基づく請求があった場合には、同条例に基づいて対応するものとする。 

（７）提出書類は、本プロポーザルの実施にあたり必要な範囲において、複

製を作成することがある。  

（８）提出書類に含まれる著作物の著作権は、参加者に帰属する。ただし、

本事業において公表等が特に必要と認められる場合は、本市は著作物の

全部又は一部を使用できるものとする。  

（９）提出書類の記載内容が特許権など法令に基づいて保護される第三者の

権利対象となっているものを使用した結果生じた責任については、参加

者が負うものとする。  

 

以  上   

 


